
沖縄県の地域医療と地域包括ケアの課題
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市町村に期待したい役割



国立社会保障・人口問題研究所：日本の地域別将来推計人口（令和５（2023）年推計）

2020年の75歳以上人口を1.0としたときの指数

都道府県別にみる後期高齢者人口の将来推計
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国立社会保障・人口問題研究所：日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）

2020年の15-65歳人口を1.0としたときの指数

都道府県別にみる生産年齢人口の将来推計
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沖縄県の地域社会が直面する医療環境の変化

１）少子高齢化の急速な進行（地域差あり）

２）回復期、慢性期、精神科病床の相対的不足

３）福祉との複合ニーズを有する患者数の増加

４）医療ニーズの高圧状態による健康危機

５）現役世代の減少と外国人労働者の増加



沖縄県における医療ひっ迫の状況分析図
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軽症者の救急車利用に対する「選定療養費」の課題

１）緊急性は自己判断できるか？

２）受診手段は確保できるか？

３）介護従事者は教育されているか？

４）福祉ニーズの受け皿はあるか？

５）求められる救急前医療



オーストラリアでは、Extended Care Paramedic (ECP) プログラムという制度

を導入。救急救命士が、緊急性が低いと判断される患者に対して、現場でケア

とアドバイスを提供することにより救急搬送が約半分に削減された。

Appl Health Econ Health Policy. 2024 Jul 17. doi: 10.1007/s40258-024-00902-3.

カナダの一部の州では、Mobile Integrated Health care (MIH)という、軽症者

向けの窓口を整備。救急救命士による軽症者治療のほか、転倒を繰り返す高齢

者への作業療法士の訪問、薬物依存者への精神保健看護師の派遣など、住民の

自立性を高め、救急受診への依存を減らす介入を行っている。これにより搬送

される患者が大幅に削減され、総費用を節約することにつながった。

JAMA Netw Open. 2021;4(2):e210055. doi:10.1001/jamanetworkopen.2021.0055

救急前段階におけるケア介入の取り組み



沖縄県における医療ひっ迫の状況分析図

救急受診の集中的増加 急性期病床の相対的不足

コンビニ利用

往診の不足

入院患者の増加

看護師不足

退院調整難航 働き方改革

夜間休日外来の不足

低い給与水準

念のため入院

非効率な業務

小児医療無償化

地域連携力の低下

少子高齢化

独居世帯の増加

感染症の流行

介護職不足

タスクシェアの遅れ

医師高齢化 不安定

基礎疾患の放置

救急需要の増加

経験不足

保健教育の不足

低所得

高い未婚/離婚率

健康への無関心 住民参加の軽視

本土流出

医療ＤＸの遅れ

病院偏重の文化

下り搬送の遅れ

医療計画

回復期の不足

刹那的報道

観光客増加

要介護

不明瞭な地域戦略

交流不足

外国人材導入の遅れ 若者不在の地域づくり

少ない研修機会

医師偏在

不明瞭な役割分担

現場感覚の欠如急性期在宅不足

ＡＣＰの遅れ

希薄・孤独

休職者の増加

医療ひっ迫



受け入れ可能病床数および救急搬送件数の推移（急性期Ａ／中部医療圏）

沖縄県病床情報共有システム（OHBIS; Okinawa Hospital Beds Information Sharing System）

受け入れ可能病床数は毎週水曜日午前10時時点における報告。救急搬送件数については毎週火曜日の実績。
（沖縄県立中部病院、中部徳洲会病院、ハートライフ病院、中頭病院）
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※ 令和元年病院報告をもとに作図

(%)

一般病院の病床利用率（2019年度）

全国 79.2%



2016年5月16日
琉球新報

2019年9月14日
沖縄タイムズ



2025年に見込まれる必要病床数の2023年時点における充足率

94.8%
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沖縄県医師会による調査（2024年）

病床の稼働制限の状況と理由（沖縄県）

27病院

16病院

12病院

59.3%
44.4%

回答あり 病床を稼働制限 看護師不足が理由

看護師不足により

244床が稼働できず



患者の状態と求められる医療提供体制（沖縄県）

入院治療が求められる患者 在宅医療で支えられる患者 介護者の見守りでよい患者

患者の状態

（目安）

⚫ 新たに酸素投与が必要となっている。

⚫ 合併症を含めて、全身管理が必要である。

⚫ 介護者ではケアを維持することができない。

⚫ 悪化するリスクが高いため、
医療的な見守りが必要である。

⚫ 経口摂取が不十分で、点滴に
よる補液が必要である。

⚫ 積極的治療（蘇生、気管挿管
など）を行わない方針として
合意している。

⚫ 軽症であり、意識状態は不変
で、経口摂取もできている。

⚫ 解熱剤や鎮咳薬などの症状を
緩和する薬剤で安定している。

⚫ 糖尿病など基礎疾患を有する
場合でも、状態は安定してお
り、内服も継続できている。

⚫ 酸素３L以上の投与
が必要である。

⚫ 心筋梗塞、脳梗塞、
急性の意識障害、手
術などの専門的な治
療が必要である。

⚫ 酸素３L未満で維持
されている。

⚫ 誤嚥性肺炎などの一
般的な疾患の治療が
必要である。

紹介する
医療機関

急性期病院（A） 急性期病院（B）
急性期病院（B） 急性期病院（B）

回復期病院（主に状態改善後の転院）

自宅／施設
の療養体制

⚫ 認知症などで、やむをえず入院困難な場合に
は、在宅医療による治療を検討する。

⚫ 状態悪化を認めた場合に気づける体制となる
よう、訪問看護ステーション等と連携する。

⚫ 医師に電話で相談でき、必要
時には往診が受けられる。

⚫ 施設看護師または訪問看護に
よる見守りが受けられる。

⚫ かかりつけ医等に電話による
相談ができる。

⚫ 解熱剤や鎮咳薬などの薬剤に
ついて処方が受けられる。

状態が悪化した場合には、患者の状態に応じて速やかに入院治療へと切り替える。

できるだけ、在宅医療を導入 原則として、自宅/施設で療養



令和４年度病床機能報告（施設票）

時間外受診者数（人口千人対／2022年度）

人口千人あたり休日・夜間・時間外に受診した患者延べ数
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全国 83.5
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令和２年度病床機能報告公表データをもとに作図

時間外受診者のうち緊急入院数（人口千人対／2022年度）

人口千人あたり休日・夜間・時間外に受診した患者のうち緊急入院した患者数

全国 16.2



第９回ＮＤＢオープンデータ（令和４年度のレセプト情報）

都道府県別にみる往診料の算定回数（人口千人対／2022年度）
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短期入所サービスの利用率（2021年度）

全国 13.5%

出典：令和３年度介護給付費等実態統計報告

介護サービスの受給者のうち、短期入所サービスを利用している者の割合
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社会福祉施設の入所者数の将来推計（沖縄県）

2020年は令和２年国勢調査の実測値、2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「将来の地域別男女5歳階級別人口」に基づく推計値



社会福祉施設の定員数の推移（沖縄県）
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661490

210940

592754

370739

全国
社会福祉施設等調査

(42,7%)

(23,8%)

(32,3%)

(29,0%)

沖縄県の75歳以上人口の増加率を考慮すると、年に約500～600床ずつ社会福祉施設の定員数を増
やしていく必要がある。しかし、実際には年に300床前後の増加に留まっている。とくに特別養
護老人ホームは増えておらず、ほぼ有料老人ホームの増加に依存しているのが現状である。



サービス付き高齢者向け住宅

介護医療院

介護付き有料老人ホーム

住宅型有料老人ホーム

高齢者施設の類型と入居費用／要介護度・医療依存度

入
居
費
用
（
目
安
）

要介護度・医療依存度

特別養護老人ホーム
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厚生労働省：第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数（都道府県別）
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医療・介護分野で働く外国人労働者数の推移（沖縄県）

厚生労働省：「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（各年10月末現在）
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沖縄県における医療ひっ迫の状況分析図
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都道府県別にみる「日常生活動作が自立していない期間」（2019年）

北海道

青森県

岩手県宮城県

秋田県

山形県 福島県
茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県 滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県
鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県
香川県

愛媛県
高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

2.4

2.6

2.8

3.0

3.2

3.4

3.6

3.8

4.0

4.2

1.1 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6 1.7 1.8 1.9 2.0

女
性

男性

出典：「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」分担研究報告書

全
国
平
均
（
男
性
）

全国平均（女性）



2.09%

0.0%

0.5%

1.0%

1.5%

2.0%

2.5%

佐
賀
県

長
野
県

石
川
県

山
口
県

静
岡
県

栃
木
県

北
海
道

大
分
県

熊
本
県

滋
賀
県

宮
崎
県

広
島
県

奈
良
県

岐
阜
県

福
井
県

島
根
県

茨
城
県

山
形
県

長
崎
県

香
川
県

山
梨
県

群
馬
県

宮
城
県

愛
知
県

兵
庫
県

三
重
県

秋
田
県

新
潟
県

福
岡
県

埼
玉
県

鹿
児
島
県

千
葉
県

高
知
県

富
山
県

岡
山
県

鳥
取
県

徳
島
県

岩
手
県

京
都
府

神
奈
川
県

愛
媛
県

和
歌
山
県

福
島
県

東
京
都

青
森
県

大
阪
府

沖
縄
県

前期高齢者における要介護３～５認定率（2021年度）

令和３年度介護保険事業状況報告（年報）、令和２年国勢調査をもとに算出

全国 1.42%

都道府県および沖縄県広域連合を除く県内９市における65～74歳の要介護３～５認定率を集計

沖
縄
市

う
る
ま
市

2.24%

2.33%



都道府県別にみる平均寿命（男性）

厚生労働省：令和２年都道府県別生命表の概況
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都道府県別にみる平均寿命（女性）

厚生労働省：令和２年都道府県別生命表の概況



都道府県別にみる75歳時における平均余命（男性）

厚生労働省：令和２年都道府県別生命表の概況
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厚生労働省：令和２年都道府県別生命表の概況



死因別にみる年齢調整死亡率の全国平均との比（沖縄県）

令和２年都道府県別年齢調整死亡率の概況
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前期高齢者の就労率（男性）

令和4年就業構造基本調査
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65～74歳男性の総数に占める無業者のうち家事に従事していると回答した人数を都道府県別に集計
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沖縄県における医療ひっ迫の状況分析図
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※ 厚生労働省： 第８回ＮＤＢオープンデータをもとに高山算出
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年齢調整標準化レセプト出現比
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都道府県別にみる60代の有配偶率

全国平均 74.2%

令和２年国勢調査 人口等基本集計



種類 役割 医師配置 訪問診療 訪問看護

軽費老人ホーム

（ケアハウス）
無料または低額な料金で低所得高齢者への生活支援を行う住宅

なし 可能

可能サービス付き

高齢者向け住宅
安否確認や生活相談などの福祉サービスを提供する高齢者住宅

有料老人ホーム 入浴、排せつ、食事などの介護サービス提供と健康管理を目的とした施設

認知症高齢者

グループホーム
認知症高齢者に対して、日常生活の世話や機能訓練を行う共同生活住居

条件

あり
※３

特定施設 ※１ 24時間で介護サービスが受けられ、日中は看護師が常駐するなどサポート体制が強化された施設

特別養護老人ホーム（特養） 要介護高齢者が長期に継続して暮らすことを前提としている施設
必要数

（非常勤）
条件

あり
※２

介護老人保健施設（老健） 要介護高齢者の在宅復帰を前提とし、リハビリ等を提供する施設 常勤医師

１人以上

不可

介護医療院（Ⅱ）

高齢者に対して日常的なケアと

医療処置の両方を提供する施設

比較的容体が安定している高齢者

不可介護医療院（Ⅰ）
重篤な身体疾患を有するか

身体合併症のある認知症高齢者 常勤医師

3人以上

介護療養型医療施設 吸痰、酸素吸入などの医学的管理が常時必要な要介護高齢者の療養施設

※１ 定員が30人以上の施設で、都道府県から事業者指定をうけたもの。ケアハウス、サービス付き高齢者向け住宅、有料老人ホームなどが取得可能。

※２ 特別養護老人ホームへの訪問診療については、悪性腫瘍の終末期または死亡日前30日以内に行われたものに限る。介護老人保健施設への訪問診療は原則として認められない。いずれの施設にも、施設の担当

医師が対応できない状況における緊急往診は可能。

※３ 認知症高齢者グループホームには、委任契約（医療連携体制加算）を交わした訪問看護ステーションおよび特別訪問看護指示書の交付を受けた利用者には訪問できる。特定施設には、「厚生労働大臣が定め

る疾病等」に該当する場合または特別訪問看護指示書の交付を受けた場合は訪問できる。特別養護老人ホームには、悪性腫瘍の終末期であれば訪問できる。

医
療
依
存

低

高

高齢者施設の類型と医療提供体制



救急車要請を繰り返している住民や施設について、救急への依存を減らす

ケア介入を行ってください。暮らしの場が適切であるか、支援者が限界に

なっていないか、適切なサービスが受けられているか等を確認したうえで、

暮らしを立て直していく必要があります。

今後、急速に増えていく高齢者について、安心して暮らし続けられる場を

確保してください。市場に任せていても社会保障は達成されません。高齢

者の要介護度、医療依存度を考慮し、看護師配置や吸痰や経管栄養への対

応など、質的な整備も求められます。

早期に要介護状態となっていく沖縄県民の健康を取り戻していきましょう。

とくに、壮年層～前期高齢者の生活習慣の立て直しが必要です。高齢に

なって多少の障害があっても働くことができ、家庭でも役割があり、デイ

サービスに依存しすぎず、活躍できる地域づくりが求められています。



ご清聴ありがとうございました
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